
告示改正により、「目視により確認する」とされている調査・検査項目について、センサー等新技術を
活用することにより合理的な調査・検査が可能となります。

【検査項目】

【検査項目】

【検査項目】 【定期報告種別（報告周期）】

【定期報告種別（報告周期）】

【定期報告種別（報告周期） 】

見直し後 見直し前

見直し後 見直し前

見直し後 見直し前

告示改正により、調査結果表や検査結果表をはじめとする報告様式が改正されます。また、特定
建築物定期調査の調査結果図（各階平面図）に「防火区画」を明示することとなります。調査
（検査）日の時期によって適用される様式が異なりますので、ご留意ください。（※裏面を参照）



住所所管部署・連絡先所管区域受付対象

広島市南区比治山本町
16-12

西部建設事務所建築課
（082-250-8158）

竹原市、大竹市、江田島市、府中町、
海田町、熊野町、坂町、安芸太田町、
北広島町、大崎上島町

・特定建築物
・建築設備
・防火設備 福山市三吉町１丁目1-1

東部建設事務所建築課
（084-921-1572）

府中市、世羅町、神石高原町

三次市十日市東４丁目6-1
北部建設事務所建築課
（0824-63-5209）三次市、庄原市、安芸高田市

広島市中区鉄砲町1-20
第三ウエノヤビル９階

(一社)中国四国ブロック昇降機検査協議会
（082-228-7141）県所管の全区域

・昇降機
・遊戯施設

■定期報告制度とは
建築基準法では、不特定多数の者が利用する建築物などの所有者が、定期的に専門技術を有する資格者に調
査させて、その結果を特定行政庁に報告することを義務付けています。

《定期報告制度の流れ》

建物所有者
（管理者）

建築士などの
有資格者

特定行政庁
（各建設事務所建築課）

定期報告対象建築物

①調査・検査を依頼

②調査・検査

を実施

④是正指導等

③調査・検査結果を報告

■書類の提出先

広島県が所管する区域について、広島県電子申請システムによる電子提出又は下記の提出窓口への持参で受付けます。

■定期報告制度の見直し前後における規定の適用に関する留意事項
調査（検査）日の時期によって適用される規定が異なりますので、ご留意ください。

規定の適用施行日・調査（検査）日・報告日の関係

見直し前の規定調査（検査）日・報告日がいずれも施行
日よりも前の場合①

見直し前の規定調査（検査）日が施行日よりも前で、かつ、
報告日が施行日よりも後の場合②

見直し後の規定調査（検査）日・報告日がいずれも施行
日よりも後の場合③

調査(検査)日 報告日 施行日
７／１

調査(検査)日 報告日施行日
７／１

調査(検査)日 報告日施行日
７／１


